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1

目

次
1

は
じ

め
に

一
、
建
設
活
動
が
自
然
環
境

に
及
ぼ
す
影
響

二
、
建
設
業

に
お
け
る
環
境
保
全

の
動

向

三
、
建
設
業
各
社
に
お
け
る
環
境
保
全
活
動

お
わ
り

に

は
じ
め
に

現
在

、

我

々
は

豊

か
な

経
済

・
社
会

生
活

を
享

受

し

て
お

り
、

近

隣

の
国

々
か
ら

も
羨

望

の
的

に
も

な

っ
て

い
る
。

こ

の
よ

う

な

生

活

は
先

輩
た

ち

の
勤

勉

と
節
約

の
賜

物

で
あ

る
。

戦

後
経

済

の

復

興
、

安

定

に

と
も

な

い
、

食

べ
る

こ

と
だ
け

に
追

わ
れ
た

生
活

か
ら
、

そ

の
関

心
は
衣

住

に
移

っ
て

い
く
。

こ

の
時
代

、

エ
コ
ノ

ミ
i
面

に

の
み
重
点

を

お
き

、

エ
コ

ロ
ジ

i

面
に
注
意

を

払
う

余

裕

は
な

か

っ
た
。

わ

が
国

は
戦

後

の
経

済
成

長

に
伴

い
、

一
方

で
は
、

建

設

工
事

に
よ
る

国

土

の
整
備

保

全
、

都

市
開

発
、

都

市
機

能

の
拡

大
等

が

行

な
わ

れ
、

そ

れ

に
よ

っ
て
自

然
災
害

の
脅

威

か
ら

人
命

を
守

る

と
と
も

に
、

国

民

の
生
活

水

準

の
向
上

が
も

た
ら

さ

れ
た

が
、

他

方

で
は
、

建

設

活
動

は

直
接

的

に
自

然

に
働

き

か
け

る

と

い
う

側

面

を
も

つ
た

め
に
、

公
害

の
発

生

や
環
境

の
破
壊

か
急

速

に
進

ん

で
き

た
。

建

設
活

動

に
よ

る
環
境

へ
の
影

響

は
、

次

の
よ

う
な

三

つ
の
側

面

か
ら

と
ら

え
る

こ
と
が

で
き

る
。

ま
ず

第
・
一
に
、

空
気

汚

染
、

騒
音
、

振
動

な

ど

の
建

設

時
.の
作

業

環
境

が
あ
り
、

第

二
に
、

大
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気

汚
染

、

水
質

汚
濁

等

の
周

辺

の
地

域
環

境

が
あ

る
。

そ
し

て
第
・

三

の
環
境

は
、

近

年
重

要

性

が

一
層
高

ま

り

を

み
せ

て

い
る
、

広

域
的

な

地
球
環

境

で
あ

る
。

と
こ
ろ

で
、
建

設
活

動

と
環

境

の
関

わ
り

は
、

建

設
時

の

み
な
ら
ず

、

運

用
、

廃
棄

を
も
含

ん
だ
建

築

物

の
ラ
イ

フ
サ
イ

ク

ル
に
よ

っ
て
も

と
ら

え
る

こ
と
が

で
き

る
。

最

初

の
段
階

で
あ

る
建

設

時

に
は
、
周

辺

の
環
境

に
影
響

を

及

ぼ

す

と

と
も

に
、

建

築

物

の
原

材
料

や
動

力

な
ど

に
資

源

が
大
量

に

消
費

さ
れ
、

残

土
、

残

材

や
梱
包

材

な
ど

が
廃
棄

物

と
し

て
排

出

さ

れ

る
。

次

に
運

用
時

に
は
、

空

調

や

照
明

な
ど

の
建

物
内

部

の

設

備

の
利

用

に
よ

っ
て

エ
ネ

ル
ギ

ー

が
消

費

さ

れ
、

二
酸
化
炭

素

な

ど

の
排

出
物

が

発

生
す

る
。

ま
た
、

建

物

の
劣
化

や
機

能

的

な

陳
腐

化

に
よ

っ
て
、

修
繕

や

改
修

が
行

な

わ
れ

れ
ば

、
追

加

的

な

資

源

や

エ
ネ

ル
ギ

ー

が
消
費

さ
れ

る

こ

と
に
な

る
。

そ

し

て
、

建

築

物

の
ラ
イ

フ
サ

イ

ク

ル

の
最

終
段

階

で
あ

る
廃
棄

時

に

は
、

建

築

物
全

体

が
廃
棄

物

と
な
り

、

一
部

の
リ

サ
イ

ク

ル
可

能
な

物

を

除

い
て
、

大
量

の
廃
棄

物

が

排
出

さ
れ

る
。

一
、
建
設
活
動
が
環
境
に
及
ぼ
す
影
響

一
、

一

熱
帯

林

の
減

少

一
九
九
〇

年

の
F

A
O

(国
際

食
料
農

業
機

関
)

に
よ

る
熱

帯

林
資

源

評
価

に
よ
れ

ば
、

全

熱
帯

雨

林

面
積

は

一
九

八
〇
年

末

の

一
九
億

一
〇
〇

〇

万
始

か
ら

一
九

九
〇
年

末

に
は

一
七
億

五
六

〇

○

万
㎞

に
減

少
し

た
。

こ

の
十

年

間

の
年

平

均
森
林

減

少

は

一
五

四
〇

万
㎞

と

い
う

こ

と
に
な

る
。

図

1

に
よ

れ
ば
、

森

林

破
壊

の

主

な
原

因

は
、

燃
料
採

取
、

農

地
転

用
、

家
畜

の
放

牧
、

森

林

火

災
、

産

業

用
木

材

の
生

産
等

が

あ

げ

ら

れ

て

い
る
窪
-
)。

産

業

用

木

材

伐
採

は
先
進

国

の
木

材
需

要

を

満
た
す

た

め
に
、

市
場

価

値

の
高

い
五
～

一
〇
%

の
樹

種

を
選

択

的

に
伐
採
す

る

が
、

実
際

に

は
道

路

の
整

備

や
伐
採

搬

出
作

業

に
際
し
、

残
り

の
半

分

以
上

の

樹
木

が
被

害

を

受

け

る

と

い
う

こ
と

が
報

告

さ

れ

て

い
る
(注
2
)。

そ

の
よ
う

な
状

況

下

で
、

我

が
国

は
、

熱

帯

材

の
う

ち

の
三
分

の

一
を
輸

入
し

て
お
り
、

世
界
最

大

の
熱
帯

材
輸

入

・
消
費

国

で
あ

る
。熱

帯

材

の
中

で
最

も
問

題

に
さ
れ

て

い
る

用
途

が

コ
ン
ク
リ

ー

ト

型

枠
合

板

と

仕
切
用

パ
ネ

ル
に
使

わ

れ

る
建

設
合

板

で
あ
り
、

・建
設
業

の
課
題

と
し

て
は
、

ま
ず

熱

帯

林

の
持
続

的

利
用

の
た

め

に
、

工
法

の
転

換

な

ど

に
よ

り

熱

帯

材

合

板

型

枠

を
削

減

し

た

り
、

型

枠

の
転

用

回
数

を
増

加

さ

せ
る

こ
と
に
よ

っ
て
、

新
た

な

需
要

を

抑
制

す

る

こ
と
が
考

え

ら

れ
る
。

ま

た
、
熱

帯

材

の
産

出

国

に
お

け

る

開
発
時

に
は
、

現

地

の
環
境

を

十

分

に
考

慮
す

る

必

要

が
あ

り
、

結

果

的

に
熱

帯

林

が
被

害

を
被

っ
た
場

合

は
、

そ
れ

を
復

元
す

る

た

め

の
植
林
事

業

な
ど

も

検

討
さ

れ
る

べ
き

で
あ

ろ

う
。
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「
、

二

建

設
廃

棄

物
等

の
現
状

図

3
か
ら

明

ら

か
な

よ
う

に
、

わ

が
国

の
建

設
業

が
排

出
す

る

産

業

廃
棄

物

は
、
農

業

に
次

い
で
高

い
割

合

を
示

し
、

産

業
廃

棄

物

全

体

の

一
八
%

を

占

め

て

い
る
。

そ
し

て
、

図

5

に
示

し
た

産

業

廃
棄

物

排

出

の
推
移

を

み

る

と
、

一
九
九

〇
年
ま

で

の
間

、
産

業
廃

棄

物

は
増

え
続

け

て
お
り
、

特

に

一
九

八
五
年

以
降

の
五
年

間

の
増

加

が
著

し

い
。

そ

の
中

で
も

、
建

設

廃

材
お

よ

び
汚

泥

は

か

な
り

の
割

合

を

示
し

て

い
る
。

わ

が
国

は
毎
年

お

よ

そ

二
五
億

ト

ン
の
物

質

を
消

費

し
、

一
二

・
五
億

ト

ン

の
ス
ト

ッ
ク
を

し

て

い
る

と

い
わ

れ

る
。

そ

の

ス
ト

ッ
ク

は
主

と
し

て
土
木

構

築
物

と

人
口
の
増
加

圃

図1熱 帯林減少の原因

出所CSD研 究会 編 『建 設業 の環 境 マ ネー ジメ ン

トのすすめ』㈱ ミッシ ョン、1996年 、131頁

図2日 本の建設業界が使用する熱帯材の量

燃 料用磁 ・炭)

目.7億 ㎡

饗聡
濡

世界全体の熱帯林伐採量

13.9億 ㎡ 年

炭)

84.6%

轄講、'

毒糊 轍 ∫

亀4%

日本 以 外

3230万 ㎡

2.3%
〉

熱帯林以外の

外材38.4万 ㎡

凋儲 毎砂

2建
1築
8・
・土

6木
万 型㎡枠

理
A

型枠用合板
1住8宅

4・
・そ

7の
万 他
㎡ 用

●
[

日 本

,1°/p

丸 太

IOISm'

(いわゆる12m似 上)合 板 〉
i

652,9万 ㎡
その他の合板 〉

帯林伐採量

商 業 用

1.7億 ㎡

12.D% 晰 ㎡＼ ⑳が ㎡

加工品 製材・チ・プ・その他 〉

注)デ ー タは 「FAOYEARBOOK..(FAO)」 、 「木材受給 と木材工 業の現 況1993年 度 版(林 野庁)」、 「建設統計要覧
1993度 版(建 設省)」 の うち1991年 の もの を使 用。木材の量 に関す る数値 は、 丸太換 算量 で示 してあ る。数値
には推定値が含 まれているので、 多少矛盾があ る。

出所:CSD研 究会編 前掲書131頁
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建

設
構

築

物

で
あ
り

、

建
築

物

の
寿

命

が
経
過

す

れ
ば

数
十

年
後

に
は
廃

棄

さ

れ
、

新
た

な
建

設
廃
棄

物

を

発
生

さ

せ

る

こ
と

と
な

る
窪
三
。

現

在
、

廃
棄

物

の
処

理
料

金

は
市
場

メ
カ

ニ
ズ

ム
に
委

ね
ら

れ

て

い
る

が
、

こ

の
こ

と
が

不

当
に
低
廉

な
料
金

で
処

理

が
委

託
さ

れ

る

こ
と
に
繋

が

っ
て
お
り

、

不
法

投
棄

を

生

み
出
す

要

因

と
も

な

っ
て

い
る
。

産
業

廃
棄

物

問
題

に
関

し

て
は
、

こ
の
廃

棄

物

の

適

正

処

理
お

よ

び

増

加
量

が

現

在

最

も
重

要

性

が
高

い
と

い
え

る
。

ま

た
、

廃
棄

物

の
減

量

化

・
資

源

化

も
課

題

と

い
え

よ
う
。

建

設

省

が

九

四
年

に
策

定

し

た

「
リ
サ

イ

ク

ル
プ

ラ

ン
21
」

で

は
廃

棄

物

の
再

利
用

率

を

二
〇
〇

〇
年

に

八
〇
%

残

土

は

七
〇
%

(公

共

工
事

分

の

み
)

を

目
指

し

て

い
る

が
、

九

五
年
度

の
速

報

値

で

は

廃

棄

物

で

五

八
%
、

残

土

は

わ
ず

か

三

二
%

に
過

ぎ

な

い
。

廃
棄

物

の
う

ち
特

に
リ

サ
イ

ク
ル

が
遅

れ

て

い
る

の
が
建

設

汚

泥

で
あ

る
。
建

設

汚

泥

は

土
砂

が
水

を
含

ん

で
泥

状

に
な

っ
た

も

の
で
、

目
標

の
三

五
%

に
対

し
、

九

五
年
度

は

一
四
%

に
と
ど

ま

り
、

九
〇
年

度

よ
り

も

低

下
し

て

い
る
。
建

設
残

土
は
廃
棄

物

処

理
法

の
対
象

外

の
た

め
、

一
部

の
自

治

体
は

不
法

投
棄

防
止

を

目
的

と
し
、

懲
罰

規
定

を

盛

り
込

ん
だ

「残

土
条

例
」

を
施

行
す

る

と

こ
ろ
も

あ

る

(
日
本

経

済
新

聞

一
九

九

七
年

一
月

二
十

日

号
)
。リ

サ
イ

ク

ル

に
関

し

て
は
、

設
計
時

点

か
ら
解

体
後

の
リ

サ

イ

ク

ル
を
考

慮

し
た

ラ
イ

フ
サ

イ

ク
ル

ア
セ

ス

メ

ン
ト

(L
C

A
)

日本全体の産業廃棄物に占める
産業別比率

図3産業廃棄物の不法投棄量と
それに占める建設業の割合

図4

出所'CSD研 究会編 前掲 書134頁出所 日本経済新 聞1997年1月20f1号
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産業廃棄物排出の推移(全 国)図5

111t/年)

 

の
視

点

が

重

要

と

な

る

。

と

に

よ

り

、

1975198019851990(年 度)

産業廃棄物最終処分場の残余量

(首都圏の1都3県)

出所=CSD研 究会編:前 掲 書135頁

(厚生省)
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ウ
」

1

ー
「

 更

に
、

廃
棄

物

を
減

少

さ
せ

る

こ

と
も
有

効

と

建

物

自

体

の
寿

命

を

延

ば
す

こ

い
え

る
。

一
、

三

野

生
生

物

の
減

少

開

発
や
環

境
汚

染

に
よ

る
野

生
生

物

の
生
息
環

境

の
破
壊

・
乱

獲

に
よ

り
、

種

の
絶

滅

が
進

行
し

つ

つ
あ

る
。

そ

の
原
因

に
は
過

去

の
乱
獲

も

あ
げ

ら
れ

て

い
る

が
、

開

発
行

為

に
よ

る

原
野
、

湿

建設廃棄物の種類別排 出量

(平成5年 度)

図s

その 他(廃 プ ラス チ ッ ク ・紙 くず

建

*材

建設混合 獅 コ噌「

廃棄物(7鮒

800万

(io%)

建設 汚 泥

1,500万

(20%)

全 国 計

7,6DO万

トン

ア 洪 プ アル ト ・

コン ク リー ト塊

a20q万

(29%〉

・金儒)100万(1%)

出所:CSD研 究会編,前 掲 書136頁

 

地

の
消

滅
、

森

林

の
伐
採
、

河

川
水
質

の
悪
化
、

海

岸
線

の
改
変

等

も
原

因

と
し

て
指
摘

さ

れ

て

い
る
。

特

に
、

湿
地

と
干
潟

は
自

然
環

境

の
中

で
特

異

な
生
態

系

を
構

成

し

て
お
り

、

水

生
生

物

や

水
鳥
等

の
生
息

地
と

し

て
重

要

で
あ

る
た

め
、
条
約

や

法
律

に
よ

り

環

境

保

全

上

の

配
慮

な

ど

総

合

的

な
施

策

が
進

め

ら

れ

て

い

る
窪
、
)。

こ

の
問

題

に
対

し

て

は
、

開

発

を

行

う

地

域

の
選

定

や

建

設
時

お

よ
び

運

用
時

の
排

水
、

廃

棄

物

の
適

正
処

理

が
課
題

と

い
え
よ

う
。

一
、

四

地
球

温

暖
化

大
気

中

の
炭

酸

ガ

ス
な
ど

は
、

吸
収
し
た
赤
外
線

の

一
部
を
再
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共生時代の建設業と環境管理

び

地
球

に
向

け

て
放
射
す

る
。

こ
の
よ

う
な
作

用

を
す

る
ガ

ス
を

温
室

効

果

ガ

ス
と

い
う
。

現

在
、

0
9

を

は
じ

め

と
す

る

温
室

効

果

ガ

ス
の
影
響

が
最
も
危

惧

さ
れ

て

い
る

の
が

地
球

温
暖
化

で
あ

る
(注
三
。

他

の
ガ

ス
と

比
較

し

た

場

合

の
温
室

効

果

の
大
き

さ

と

排

出

源

・
排

出
量

の
明
確

さ

か
ら
、

温
暖

化
対
策

は
化
.石

燃
料

の

燃
焼

に
よ
り

発

生
す

る
0
9

を

当

面

の
中

心
と
す

る

こ

と

が
考

え

ら

れ

て

い
る
。

図

7
を

み
る

と

施

設

運

用

に
伴

っ
て

発

生

す

る

O
O
卜。
の
比
率

が

か
な
り

高

く
な

っ
て

い
る

こ

と
が

重
要

で
あ

る
。

輸

o

産

鰍

る

蹴

識

に
%

事
ー

@

工
%

建
q

建
◎

建
"

日本全体のCO2(炭 素換算)に 占め

建設活動の比率

図7

その他建設業界が

関連する波及効果

家 庭 用 施 言

(8.3%)

業 務 用 施

{s.z%)

出所:CSD研 究会編

1985年 度排出量

前掲 書142頁

し

た

が

っ
て
、

地
球

温
暖

化

に
関

す

る
建

設

業

の
課

題

と

し

て

は
、

建

物

の
運

用
時

の
省

エ
ネ

ル
ギ
ー

技

術

の
開
発

と

と
も

に
、

廃

棄

物

の
削

減
、

リ

サ
イ

ク

ル

の
促
進

が
あ
げ

ら

れ
る
。

一
、

五

オ
ゾ

ン
層

の
破

壊

オ
ゾ

ン
層

が
空
調

の
冷
媒

や
断

熱

材

の
発

泡
剤

と
し

て
利

用

さ

れ

て

い
る
、

特
定

フ

ロ
ン
な
ど

に
よ

っ
て
破
壊

さ
れ

る

こ
と

が
危

惧

さ

れ

て

い
る
。

オ
ゾ

ン
層

が
破
壊

さ

れ

る

と
そ
れ

に
よ

っ
て
遮

日本全体のフロン排 出に占め る

建設活動の比率

図8

(3.1%)

(z.a%)

(0%)

(5.5%)

冷 媒

断熱材

消 火

計合

15%(排 出 量61、20〔吐 年)

の体全界雌雌鱒体全本

じ

辿

ノ

●

一

日
＼

八
ハ〔

一

φ

一

/

」

4

/

ぐ

出所CSD研 究会編 前掲書142頁
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ら

れ

て

い
た

有
害
紫

外
線

の
地
表

へ
の
到

達
量

が
増

大
し
、

皮
膚

ガ

ン
の
増

加
等

の
健

康
影

響

や
生
態

系

へ
の
悪

影
響

が
生

じ

る

こ

と
も

あ

る

と

い
わ

れ

て

い
る
窪
、
)。

こ

の
オ
ゾ

ン
層

の
破

壊

に

対

す

る

建
設
業

の
課
題

は
、
冷

凍
機

、
断
熱

材

の
ノ

ン
フ

ロ
ン
化

や
、

冷

媒

の
漏

出
削

減
、

建

築

物

の
紫

外

線

劣

化

の
防

止
等

が
あ

げ
ら

れ

る
。

二

建
設
業
界
の
環
境
保
全
活
動

二
、

一

建

設

業

界

の
環

境

管

理

の
現

状

実
際
に
建
設
業
界

の
各
企
業
は
環
境
管

理
の
た
め
に
、
ど

の
よ

う
な
活
動
を
行

っ
て

い
る

で
あ
ろ
う
か
。

こ
こ
で
は
、

日
本
建
設

団
体
連
合
会

(
日
建
連
)

お
よ
び
土

工
協

に
よ

っ
て
行
わ
れ
た
環

境
管

理

・
監
査

の
実
態

に
関
す
る
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査

の
結
果
を
検

討
す

る
。

ω

環
境
保
全
推
進
体
制

の
整
備
状
況

①

環
境
担
当
役
員

の
設
置

こ
の
調
査
に
よ
る
と
、

三
六
%

の
企
業

が
環
境
問
題
担
当
役

員

を
任
命
し
て

い
る
。

②

環
境
保
全
専
門
部
署

の
設
置

専
門
部
署
を
設
置
し

て
い
る
企
業
は
、

四

一
%

(設
置

:
三

六
%
、
設
置
予
定

:
五
%
)

で
あ

る
。

②

環
境
保
全
行
動
計
画

の
策
定
状
況

環
境

保

全

行
動

計

画

を
策

定

し

て

い
る
企
業

は
、

一
七

ニ
ニ

%
、

検

討

中

が

一
九

・
三
%

で
あ

っ
た
。

㈹

環
境

保
全

活

動

推
進

の
た

め

の

仕
組

み

環

境
保

全
活

動

推

進

の
た

め

の
仕
組

み

の
整

備
状

況

に

つ

い
て

は
、

項

目
別

に
違

い
が
あ

る

も

の

の
、

概
ね

一
五
～

三
〇
%

程
度

の
企
業

で
整
備

さ

れ

て

い
る
。

ま

た
、

目
標

設
定

に
関

す

る

仕
組

み
が
あ

る

企
業

は

二
六

・
○
%

で
あ
り
、

社
内
報

告
、

達

成

状

況

報
告

を
実

施
し

て

い
る
企
業

は
、

そ

れ
ぞ

れ

二
四

・
七
%

、

二
三

・
三
%

で

あ

っ
た
。

ω

環

境
保

全

活

動

の
実
施

状

況

行
動

計

画
別

の
実
施

状
況

は
、

建

設

生
産

段
階

が

三

三
%

と
高

く
、

一
方

で
、

共

通
業

務

(
一
四
%

)
、

地

域

社

会

融

合

(
一
二

%
)
、

海

外
活

動

(
四
%

)
、

技

術
移

転

(
二
%

)

が

小
さ
く

、

そ

れ

以

外

の

項

目

で

は

概

ね

二

〇
～

二

五
%

の

レ

ベ

ル

で

あ

っ

た
窪
7
}。

以
上

の
調
査

結

果

よ
り
、

建

設
業

界

の
環
境
管

理

に
関

す

る
動

向
は
、

次

の
よ

う

に
ま

と
め

る

こ

と
が

で
き

る
で
あ

ろ
う
。

現
時

点

で

は
、

三
割

か
ら

四
割

の
企

業

が
、

環
境

問
題

の
担

当
役

員

や

専
門

部
署

を
整

備

し

て

い
る

が
、

そ

の
中

で
も
、

具

体
的

な

行
動

計
画

が
す

で

に
策

定

さ
れ

て

い
る
企
業

は
約

半
数

で
あ

り
、

残

り

の
半

数

が
現

在
検

討
中

で
あ

る
。

我

が
国

の
建

設
業

界

の
環

境

管

理

・
監
査

に
対
す

る
取
り

組

み
は
、

徐

々
に
進
展

し

て
き

て

い
る

と
考

え
ら

れ
、

後
述
す

る
一ω
○
の
環
境

管

理

シ

ス
テ

ム

の
規

格

化
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共生時代の建設業と環境管理

の
動

き

と
連

動

し

て

い
る

と

い
え

よ

う

。

二
、

二

国
際

標

準
化

機
構

(一Qっ
O
)

の
動
向

近

年
、

企
業

に
よ

る
環

境

保
全

活
動

に
も

っ
と
も

大
き

な
影

響

を

及
ぼ
し

て

い
る

の
が
、

国

際
標

準

化
機

構

(一ω
○
)

に
よ

る
環

境
管

理
、

同

監
査

シ

ス
テ

ム
規
格

化

の
動

向
で
あ

る
。

九
六
年

に

は
Hω
○
か
ら
環

境
管

理

・
監
査

に
関

す

る

五

つ
の
国

際

規

格

が

相

次

い
で
発
効

さ
れ
、

こ
れ

を
受

け

て
、

わ

が
国

に
お

い
て
も
、

通

産

省

が

日
本

工
業

規

格

(」-Hω
)

の
制

定

を

図

っ
て

い
る
。
一ω
○

に
お

け

る
環
境
管

理

シ

ス
テ

ム

の
規

格

化

は
、

一
九
九

一
年

七
月

に
持

続

的

発
展

の
た

め

の
産

業

人
会

議

(しd
ω
0
∪
)

が
あ

○
に

対

す

る
環

境

管

理

の
規

格

化
を
要

請

し
た

こ

と
が
発
端

と
な

っ
た
。

こ
の
環
境

管

理

の
国

際

的
な
標

準

規

格

の
策

定

の
た

め

に
設
置

さ

れ
た
専

門

委

員

会
は

「
環
境

管

理

(国
づ
く
畔
o
昌
ヨ
Φ
募

o
=
≦
餌
⇒
餌
σq
Φ
・

ヨ
Φ
三

"
目
O
卜。
O
刈
)

と
呼
ば

れ

て
お

り
、

以
下

の
よ

う

な

小
委

員

会

(Qり
O
)

と

ウ

ァ
ー

キ

ン
グ

・
グ

ル

ー

プ

(芝

○
)

か

ら

構

成

さ

れ

て

い

る

。

Qo
O
胃

「
環

境

管

理

シ

ス

テ

ム

規

格

」

(国
口
く
跨
O
=
ヨ

Φ
コ
什
巴

寓

勉
甲

餌
ゆq
Φ
ヨ

Φ
葺

Qっ
《
蓉
Φ
ヨ

)

ω
O
卜。

日
「
環

境

監

査

規

格

」

(国
ロ
〈
『
o
⇒
ヨ

o
口
梓
巴

〉
⊆
島

甑
づ
σq
)

Gっ
O
ω

　
「
環

境

ラ

ベ

リ

ン

グ

」

(国
⇒
≦

【
o
コ
ヨ

Φ
口
け
巴

ピ
缶
σ
Φ
=
圃コ
ひq
)

oo
O
ら

「
環

境

パ

フ

ォ

ー

マ

ン

ス

評

価

(国
勺
司
)
」

(国
コ
く
冒
o
昌
-

]B
Φ
葺

巴

勺
霞

{
o
「
　日

餌
コ
O
Φ

国
く
巴

¢
餌
二
〇
口
)

Qつ
O
『

「
ラ

イ

フ
サ
イ

ク
ル

・
ア
セ

ス
メ

ン
ト

(ピ
O
>
)
」

(ピ
躍
Φ

O
冤
o
δ

諺
。。
①
ωω
ヨ
Φ
艮
)

ω
O
『

「
用

語

と
定
義

」

(]
り⑦
『
b
ρω
田
コ
創
H
)Φ
{一コ
一什凶O
コ
ω
)

♂
<
O

"
製

品

規
格

の
環

境

側

面

Hω
○
に

お

け

る

一
連

の
環

境

管

理

に
関

す

る

規

格

は
、
あ

O

=
O
O
O
シ

リ

ー

ズ

と
呼

ば

れ
、

そ

の
概
要

は
表

1

に
示

し

た

よ

う

に
な

っ
て

い
る
。

環

境

管

理

・
監

査

シ

ス
テ

ム

の
基

本

的

な
事

項

は
一ω
○
=
0
3

(
一
九

九

六
年

九
月

正
式

発
効
)

に
示

さ
れ

て

い
る
。

そ

の
内

容

は
、

企
業

が
事

業

活

動

や
生

産

な

い
し

提

供
す

る
製

品
、

サ
ー

ビ

ス
な
ど

に
よ

っ
て
発
生
す

る
環

境
負

荷

を
低

減

さ

せ
る
活

動

を
継

続

的

に
推

進
す

る
た

め

の
自
主

的

な

仕
組

み
づ
く

り

を
定

め
た

も

の
で
あ

り
、

企
業

が
遵

守
す

べ
き
、

環

境

に
関
す

る
個

々
の
基

準

を

規
定

し

た

も

の
で

は
な

い
。

こ

の
よ

う

に
、
窃

○
=
O
O
O
シ
リ

ー

ズ

は
、

環

境

管

理

シ

ス

テ

ム

の
規
格

で
あ

る
た

め

に
、

企

業

の
環

境

報
告
書

等

に
よ

っ
て
、

環

境
管

理

に
お

け
る

成

果

の
時

系

列

的
な

比
較

は

行

い
う

る
も

の

の
、

そ

れ
自

体

が
企
業

間

比
較

に
な

じ
む

も

の
で

は
な

い
。

そ

こ

で

重

要

な

概

念

と

な

る

の

が
、

環

境

パ

フ

ォ

ー

マ

ン

ス

評

価

(国
勺
国
)

で

あ

る
。

現

時

点

で

は
、
両
℃
国
に
関

す

る

具

体

的

な

規

格
が

制
定

さ

れ

る
ま

で

に
は

い
た

っ
て

い
な

い
も

の
の
、

消
費

者

が
商

品

を
購

入
す

る
際
、

あ

る

い
は
投

資
家

が

投
資

対
象

と
な

る
企

業

を

選
定

す

る
場

合

に
、

企
業

間

の
環
境

管

理
活

動

の
成

果
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衰11SO14000シ リー ズ の 概 要

口環境 マネ ジメ ン トシステム(EMS)(96年 発効)

●ISO14001:「 環境 マ ネジメ ン トシステムー利 用指針 付 き仕様 」

環境管理 システム規格 への適合性 を表明す るための要求事項 に関す るスペ ックで あ り、

構築 された環境管理 シス テムが審査認証の対 象 とな る。

●ISO14004:「 環境 マ ネジメ ン トシステムー原則、 システム及び支援技 術の一般指針」

環境管理 システムの一般 原則 とその適用 につ いての ガイ ドラ インで、 自}三的な内部の管

理手段 と して利 用 され る もの。審査認証 の対象 とな るものではない。

口 環 境 監 査 の 指 針(EA)

●ISO14010=「 環 境 監 査 の指 針 一一 般 原 則 」(96年 発効)

●ISO14011=「 環 境 監 査 の指 針 一監 査 手 順 一環 境 マ ネ ジメ ン トシ ステ ム の 監 査 」

●ISO14012=「 環 境 監 査 の指 針 一環境 監 査 員の た め の資 格 要 件 」

●ISOI .4014=「 初 期 環 境 レ ビ ュー の 手 引 」

●ISO14015:「 サ イ トア セ ス メ ン トの 手 引 」

口環境 ラベ リング:発 効ぱ97年 以降

類似 商品群の中か ら環境 に優 しい商品を消費者

に選択 させ、商品間の差別化 を促す方法 で、

①第3者 認証環境 ラベル、②環境 並張、

③環境 負担表示の3種 類か検 討 されている。

●ISO14020:「 エ コラベルの基本原則」

●ISO14021:「 環 境 ラベ リングー 自己宣 言 に

よる環境 主張 一用語と定義」

●ISO14022:「 エコラベルの シンボル」

●ISO14023:「 試験/検 証 方法 及び適用」

●ISOI4024:「 エコラベル 実施 方法」

[コ製品規格の環境側 面

規格作成 者に対 し、環境影響 を考慮 した規格 を

作成すべ きだとい う理念 を述べ たガイ ド。

●ISO14024:「 製品規 格 に環境 側 面 を導 入す

るためのガイ ド」

口環境パ フ ォーマ ンス評価

:発 効 は'98年 以降

環境 活動の達成度 を測 定分析、 評価 す る

方法 。

●ISO14031:「 環境 行動評価 方法」

●環境 声明書

■ ラ イ フサ イ クル ア セ ス メ ン ト

:発 効 は'98年 以 降

製 品 の 全 ラ イ フサ イクル を通 じて 、環 境

へ の 負担 が どの 程 度 あ り、 環 境 へ の影 響

を最 小 にす る 手法 を ど うす るか な どの 原

則 、 方法 の ガ イ ドラ イ ン。

●ISOMO31=「 ライフサ イクルアセスメント

●ISO14041

●ISO14042

● 【SO14043

●ISOユ4044

(LCA)一 一般 原則と実施方法」

「LCA実 施 規範 」

「LCA対 象工頁目」

「LCA評 価 項 目」

「LCA向 一L評価 」

出所:㈹ii本 建 設業団体連 合会 『建 設業の環境 管理 システム』v〔)1.2,1996.2

吾者が一一部加筆修 正
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共生時代の建設業と環境管理

を
相

互

に

比
較
す

る
た

め

の
有
効

な
指

標

と
な

る
。

環

境

パ

フ
ォ

ー

マ
ン

ス
評

価

は
、

適

切

な
管

理

目
的

(
た

と

え
ば
、
O
O
に
の
削

減
等

)

の
た

め

に

設
定

さ
れ

た

基

準

(〔
U「
一什Φ
吋
一四
)

に

対

し
、

当

該
企

業

の
環

境

パ

フ

オ
ー

マ
ン

ス
を

測
定

し
、

分
析

し
、

環

境

パ

フ

ォ

ー

マ

ン

ス

詣

標

等

を

用

い

て

表

現

す

る

プ

ロ
セ

ス

を

指

す

(注
8
)と
説

明

さ

れ

て

い
る
よ

う

に
、

環

境

パ

フ

ォ
ー

マ

ン

ス
評

価

に
よ

っ
て
、

企
業

の
環
境

管

理

目
標

の
達

成

状
況

を
時
系

列

比

較
す

る

こ
と

や
、

企

業

間

に
お

け
る

達

成
状

況

を

比
較

す

る

こ

と

が
可
能

と
な
り
、

外

部

の
利

害
関

係

者

に
対

し

て

は
有

効

な
情

報

と
な

る

こ

と
が
期
待

で
き

る
。

建

設

省

に
お

い
て
も

公

共

工
事

の

応

札
条

件

に
笏
O
=
O
O
O
の

取
得

等

を
導

入
す

る
方

向

で
検

討
中

で
あ
り

、

国
内

市
場

に
お

い

て

も
屋
○
ぱ
O
O
O
の

取

得

が

条

件

に

な

る

可

能

性

も

考

え

ら

れ

る
。

認

証
取
得

は
ビ

ジ
ネ

ス
チ

ャ

ン
ス

の
拡

大
だ

け

で
な

く
、

企

業

イ

メ
!

ジ

の
向

上
な
ど

の
メ
リ

ッ
ト

を

も

つ
と
考

え
ら

れ

る

一

方

で
、

こ
の
規
格

へ
の
対

応

が
遅

れ

れ
ば
、

企
業

に

と

っ
て

の
損

失

は
大
き

な

も

の

に
な

る

で
あ
ろ

う
。

二
、

三

建
設

省

の
動
向

建

設

省

で
は
、

一
九
九

四
年

に
「
環

境

政
策

大
綱

」
を
策

定

し
、

健

全

で
恵

み
豊

か

な
環
境

を
保
全

し

な

が
ら

人

と
自

然

と

の
触

れ

合

い
が
保
た

れ

た
、

ゆ
と
り

と
潤

い
の
あ

る
美
し

い
環

境

を

創
造

す

る

と

と
も

に
、

地
球

環
境

問
題

の
解

決

に
貢
献

す

る

こ

と
が
、

建

設

行

政

の
本

来

的

認

識

で
あ

る

こ

と
を

示

し

た
窪
9
)。

建

設

行

政

に
お

い
て
は
、

既

に
、
熱

帯

材

の
使
用
削

減

目
標

の
設
定
、

企

業

ベ
ー

ス

で

の
開
発

途

上
国

の
環

境

対
策

へ
の
支
援

な

ど

が
進

め

ら
れ

て

い
る

が
、

さ

ら

に

「
環
境

対
策

大
綱
」

の
中

で
、

行

政

に

お

い
て
も

こ
れ

ら
を

支
援
す

る

こ
と

と
し

て

い
る

窪
胆
。

建

設

省

は

一
九

九

五
年

七
月

に
、

「
品
質

・
環

境

等

に
関

す

る

国

際

規

格

の
公
共

工
事

へ
の
適

用

に
関

す

る
調

査
委

員

会
」

の
中

で
企
業

の
環

境

に
対

す

る
取

り
組

み
を
評

価
す

る
環

境

監
査

・
検

査

方

法

の
検

討
を
本

格

化
し
、

将
来

的

に
は

従
来

の
経

営
審

査

項

目

に
、

上
述

の
易
○
一
心
O
O
O
の

認

証

取
得

や

環

境

へ
の
取
り

組

み

を

加

え
、

公
共

工
事

の
応
札

条

件

に
導

入
す

る
方

向

で
検

討
中

で

あ

る
。

そ
し

て
、

一
九

九

五
年

二
月

に
は
、

ヨ
ー

ロ
ッ
パ

に
調

査

団

を

派

遣

し
、

欧

州

連

合

(国
d
)

の
環

境

管

理

・
監

査

規

則

(国
]≦
>
Qっ
)

の
導

入

や
各

国

の
建

設

業

界

の
対

応
、

実

態

調

査

を

行

っ
た
。

ま
た
、

一
九

九

五
年

五
月

に
業
界

団

体

と
共

同
し

て

「建

設
産

業

に
お

け

る
環
境

行

動

の
あ

り
方

に
関
す

る
検

討
委

員

会
」

を

設
置

、

建

設
産

業

に
お

け

る
環

境
保

全
活

動

の
あ

り
方

に

つ

い
て

の
試
案

の
検

討

が
始
ま

っ
て

い
る

珪
12
)。

二
、

四

建

設

業

界

の
動
向

ω

日
本
建

設
団

体
連

合

会

(
日
建

連

)

の
動
き

日
建

連

は
、

一
九
九

二
年
十

一
月

に

「
環

境
保

全

行
動

計

画
作

成

の
手

引

き
」

を

発
行
し
、

会
員

会

社

に
環

境
管

理

の
実
施

を
呼

5fi



国 際 経 営 フ ォー一ラ ムNα8

表2ESAPの 特徴 と相違点

項目 ICC 経団連 日建連 建設業のESAP

対象業種 一般の製造業
すべての産業 建設業

業種の ・消費材的商品が中心 ・消費材的商品が中心 ・建 設物の長期使用 ・企画・設訓業 務重視

特徴 ・特 定の顧 客を対象 ・特定顧客への助言

・固定した生産拠点 ・固定 した生産拠点 ・社会システムに関 与 ・社会 への情 報 ・提 言

・不特定の顧客を対象 ・原位置で一 品生産 ・地域 と融合 を重視

・重層構造の生産形態 ・教育啓蒙 と組織体制

項目数 16項 目 11項 目 7項 目 9項 目

項 全般的な ・大量 に流 通す る商 ・大量 に流 通す る商 ・特 定顧 客へ一品生 ・特 定顧 客へ一品牛

目 特徴 品を意識 して商品 品を意識 して商品 産するため設計を 産するため設計を

体 設計や環境保全予 設計や環境保全予 重視 重視

系 防策を重視 防策を重視 ・建 設工 事そのものの ・建設工事そのものの

の
・国の方針を反映して 環境影響は公害安全 環境影響は公害安全

特
温暖化防止対応重視 廃棄物を含め重視 廃棄物を含め重視

徴 協力会杜 ・納 入会社としての協 ・ふ れ られ て いな い ・ふれ られ て い な い ・重層請負構造のため

力会社対策を明示 協力会社対応を明示

社会との ・生産拠点周辺の地域 ・一般的に企業市民と ・原位置生産のため隣 ・原位置生産のため隣

融合 とのコミュニ ケー ション して地域への対話と 接地域へ特に配慮 接地域へ特に配慮

を意識している 支援を意識している ・海外工事 も同様 ・海外 」二事 も同様

海外活動 ・海外事業展開は重視 ・海外事業展開は重視 ・海外事業展開は重視

緊急時 ・」揚 での事故や大量 ・一L場での事故や大量 ・周辺への緊急対応は ・周辺への緊急対応

対応 商品による悪影響 に 商品による悪影響に 比較的少ないので緊 は比較的少ないが

対し迅速に対応する 対し迅速に対応する 急時対応は全般論に 緊急時対応を考慮

緊急時対策を準備 緊急時対策を準備 含まれている

環境政策 一一般的 な企業 とし ・一一般 的 な企業 と し ・ふ れ られ て いな い ・環境 への影響の大

への貢献 て良治体 な どとの て環境政策貢献を きい業種で あ り環

共同努力として規 規定 境政策への情報提
r-+

疋 供や協力重視

出所'CSD研 究 会編:前 掲 書31頁
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共生時代の建設業と環境管理

び

か
け

て
き
た
。

一
九

九

四
年

九
月

に
は
、

環
境

委

員
会

の
環
境

専

門

部
会

の
下

に

二

つ
の
ワ
ー

キ

ン
グ

グ

ル
ー

プ

「
環
境

管

理

.

監

査

シ

ス
テ
ム

W
G
」
、

「
環

境

保
全

行

動
計

画

調
査

W

G
」

を

設

置

し

、

「
環
境

管

理

・監

査

シ

ス
テ

ム
W
G
」
で
は
㈲
一ω
〇
一
お

O
O
ω
、

国
]≦
>
QD
、
じd
ω
刈
謡

O
の
情
報

収

集
、
㈲

国

内

の
産

業

の
動

向
調

査
、

ω
建

設
業

の
対

応

に

つ

い
て

の
検

討

を

行

い
、

「
環

境

保

全

行
動

計

画

調

査

W

G
」

で

は
、

「
環

境

保

全

行

動

計

画
」

の
活

用

状

況

に
関

す

る

フ

ォ

ロ
ー

ア

ッ
プ

調
査

お

よ
び

調
査

報

告
書

の
配
布

、

会
員

企

業

に
対
す

る

広
報
活

動

を
お

こ
な

っ
て

い
る
。

ま
た
、

一

九

九

五

年

八
月

に

は
、

建

設
業

基

本

問

題

研

究

委

員

会

を

発

足

し
、

基
本

問

題
専

門

部
会
第

四
W

G

で
環
境

問

題

へ
の
取
り

組

み

の
検

討

を
開

始

窪
2

し

て

い
る
。

幻

O
ω
∪
研
究
会

に
よ

る

環
境

自

己
評

価

シ
ス
テ

ム

(国
Qっ
〉
勺
)

建

設
各

社

の
地
球
環

境
関

連

部
門

の
実

務
担

当
者

の
自

発
的
グ

ル
ー

プ

で
あ

る
建

設
業

研
究

会

(
以
下
O
ω
O

(O
o
コ
。。
電
爆
o
岳
o
コ
団o
「

ω
¢
ω
β
ぎ
餌
配
Φ

U
Φ
<
Φ
一〇
〇
ヨ
Φ
口
け)
)

研
究

会

は
、
建

設
業

の
特

徴

を
考

慮

し

た

上
で
、

独

自

の
環
境

自
己

評
価

シ

ス
テ

ム

(国
ω
〉
℃
)

を

開

発

し

て

い
る
。
国
Q∩
〉
勺
は
、

企

業

の
国
]≦
ω
の
現

状

を

把

握

し
、

環

境
パ

フ

ォ
ー

マ
ン
ス
を
評

価
す

る

手
法

で
あ

り
、

チ

ェ
ツ

ク
↓

評

価

と

い
う
流

れ
を

通

し

て
、

シ

ス
テ

ム

改
善

や

目
標
設

定

が
可
能

と
な

る
。

そ

の
た

め

に
、

予

備
審

査

の
段

階

や
目
標

.
計

画

を

立

て

る
際

の
参

考

と
し

て

使

用
す

る

こ

と

が

で
き

る
。
しU
ω

刈
誤

O
や
国
⊂
の
両
竃
>
Qり
で
は
、

環
境

管

理

シ

ス
テ

ム

の
要

求

仕
様

は
把

握

で
き

る
も

の

の
、

具

体
的

な
導

入
方

法

が
示

さ

れ

て

い
な

い
こ
と
や
、

世
界

環

境
管

理
発
議

(O
国
≦
一)
で
開

発

さ
れ
た

「
環

境

自

己

評

価
プ

ロ
グ

ラ

ム

(国
Qo
>
勺
)
」

の
対

象

業

種

は

一
般

製

造

業

で
あ

り
、

建

設
業

に
そ

ぐ
わ

な

い
項

目

が
多
く

み
ら

れ
た

こ

と

が
、

独
自

の
環

境
管

理

シ

ス
テ

ム

の
開

発
を

行

っ
た

理
由

と
し

て
あ

げ

ら

れ

て

い
る
。

建

設

業

は
、
建

設

構

築

物
を

特
定

の
顧

客

の
要

求

に
応

じ

て
原

位
置

で

一
品

生
産

し
、

生
産

さ
れ

た
建
築

構

築
物

の
使

用

期
間

は

長

期

に
わ
た

る

と

い
う
特

徴

が
あ

る
。

そ

れ

に
加

え

て
、

都
市

の

イ

ン
フ
ラ
構
築

に
深
く
携

わ

っ
て

い
る
関
係

で
、

環
「境

面

で
社
会

に
与

え
る
影

響

が

他

の
産

業

に
比
し

て

大
き

い
こ

と
も

特
徴

の
ひ

と

つ
で
あ

る
。

こ
れ

ら

の
特

徴

か
ら
、
O
ω
∪
研
究

会

の
国
ω
〉
℃
に

は

次

の

二
点

が
考

慮

さ

れ

て

い
る
。

①

特

定

の
顧

客

を
対

象

に
活

動
す

る
事

に
対

応
し
た

評

価

シ

ス
テ

ム

②

生

産

現

場

が

固

定

し

な

い
こ

と

に

対

応
し

た

評

価

シ
ス
テ
ム

(圧
、
.

次

に
HO
O

(ぎ

け
Φ
旨

効
口
O
コ
巴

O
げ
帥
　B
σ
霞

O
h
O
O
ヨ
ヨ

Φ
H
O
ρ

国

際

商

業

会

議

所

)
、

経

団

連

、

日
建

連

、

お

よ

び

O
ω
∪
研

究

会

に

よ

る

建

設

業

の
国
ω
〉
℃
の

比

較

を

表

二

に

示

す

。

三
、
建
設
業
各
社
に
お
け
る
環
境
保
全
活
動

以
下
で
は
日
本
国

土
開
発
㈱
、
竹
中

工
務
店
㈱
、
鹿
島
建
設
㈱

58



国 際経 営 フ ォー ラム1.

環境基本理

念

行動指針等

日本国土開発 竹中工務店 鹿島建設

「事業活動のあらゆる 「環境 にや さしい建設 「建設業は環境創造産

面で環境 に配慮 し、人 技術の展開と環境に調 業であ り、地球環境に
と自然 と文化の調和 し 和する空間創造を通 し 関わる環境問題に真剣
た快適環境の創造を推 て国際社会 と地球環境 に取 り組むことが当社

進 します 」 に貢献する」 の存続 ・発展の必須要

件であ る」「当社 が掲

げ る"人 間 に とって真

に快適な環境創造"は

地球規模の視点に立っ

た環境保全の中で実現

で きる もの で あ り、 人

問活動と環境が持続的

に共生す る新 しい社会

システムの実現 を目指

す 」

基本方針として次の四 つぎの十項 目が掲げ ら つ ぎの六項 目が掲げち

項 目を掲げ、それぞれ れ て い る。 れ て い る。

の行動指針と取り組み ・経営方針 ・環境影響への配慮

課題を具体的に挙げて ・全社的推進体制
環境に配慮 した事業活

い る 。 ・環境保全の実践
動を行うとともに必要

1.口 本の 風土 ・慣 習 ・企 画
、 設計 に応じ自主基準を策定

を前提に快適な環境を ・建築施行
す る。

創造する ・技術開発 ・技術開発

1)自 然 との調和 を考 ・啓蒙
、 人材 育 成 環 境 保 全、 省 エ ネ、 省

え快適な環境を創造す ・広報活動
資源等のための技術開

る。その取 り組み課題 ・社会への貢献
発 を行 な う。

として樹林地、水辺の ・環境政策への協力 ・社会への貢献

保全、快適な都市、生 行動指針に基づいて 国内外機関の地球環境

活 空 間作 り、歴 史的 ・ 設定される行動計画は 保全活動の協力を検討

文化的事物の保存に努 環境問題 に関 して三つ す る。

め る。 更 に、地 球 環境 の対応フレームと関連 ・情報の提供 と啓蒙

の保全と経済活動の調 づ け られ て い る。 ユ ー ザ ー、 地 域 住 民 お

和を実践する。 第一 の 対応 フ レー ム よぴ従業員への環境情

2)環 境 を阻害す る廃 温 暖 化 、酸 性 雨、 オ 報の提供と啓蒙
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共生時代の建設業と環境 管理

棄物の適正処理に努め

る。一般廃棄物 と建設

廃棄物 との分別処理、

有害廃 棄物 の適正処

理、梱包材の簡素化 ・

再利用、余剰財の発生

抑制 ・再利用化 をすす

めている。

3)再 自然 化 に努 め

る。 コンク リー ト護岸

の削減、人口森林の形

成、建設物の屋上.・周

辺の緑化の推進等 に協

力す る。

2.全 事業活動分野で

広 く地球環境 問題 に配

慮す る。

1)使 用す る資源 を極

力減少 させ、可能 なか

ぎり再利用する。

紙の合理的使用検討、

事務の合理化、支店 ・

作業所でのゴミ分別、

古紙改修の実施 をあげ

ている。

2)建 設副産物 の再利

用を推進 す る。

現場での一層の分別 ・

再利用 ・減量化、更に

残土有効再利用促進の

ための情報管理システ

ムを開発す るとしてい

る

3)熱 帯材合板型枠 の

使用 をへ らす。

複合合板の使用、塗装

合板 ・新素材型枠使用

ゾン層破壊の問題

第二 の対応 フ レーム

(水圏、地 圏対応)

廃棄物増大、土壌 汚

染問題

第三 の対応 フ レー ム

(生物圏対応)

途.L国 の公害、熱帯

雨林減少砂漠化問題

[94年 度の行動計画 に

基づ く活重力状況]

1)設 計段 階での活動

状況

イ)環 境 省エネ設計の

管理(第 一の フレーム)

環境 ・省エ ネ技術マ ッ

プ による管理、省エネ

設計の管理、石油代替

エネルギーの導入、消

費エネルギー量の実測

調 査、LCA評 価 シ ス

テムの構築

ロ)フ ロン ・ハ ロンの

新規導入の抑制(第 一

のフ レーム)

・特定 フロン ・ハ ロ ン

は94年 度新 規導 入はな

く目標 を達成

・指 定 フ ロ ン か ら

HFCへ の 転換 技 術 シ

ステム完成

ハ)複 合加工法導入等

で廃 棄物減 量化 ・南洋

型枠削減を設計で検討

(第二、第三のフ レー

ム)

・環境技術移転

・海外活動 における環

境配慮

当面の対応事項:

具体的 な行動計画は、

全社員、設計 ・技術 ・

開発部門、施工部門に

分類 して設定されてい

る。

イ)全 社員へ

省 エネ、省資源の推=進

検討

ロ)設 計 ・技術 ・開発

部門へ

緑 化推進、水環境保全

建設物の省エネ化、自

然エネルギー ・資源の

有効利用、建設物の耐

用性向一ヒ使用資源の リ

サイクル化等

ハ〉施工部門へ

工事の環境影響配慮熱

帯合板型枠の削減、省

エネ、省資源の推進検

言寸

これからの建築に求め

られ る環境共生技術:

建設関連 全体 で波及効

果 を含め ると日本のエ

ネルギーの約50%を 消

費 してい る。それ故、

建物運用時のエネルギ

ー消費、環境負荷の削

減、建.物の長寿化、エ

コデザ イ ン ・マ テ リア
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国 際経営 フ ォー ラム1i

による転用回数向上、

設計の見直 し、合理化

による型枠の低減、転

用等 を挙げている。

4)ポ ス トフロン等 を

使用 した機器の採 用に

努める。

非フロン系、規制外フ

ロンの使用に努め、常

に国際的対応を注視す

る。

5)事 業活動上、国の

内外 を問わず同様 の配

慮を行 う。

事業活動を行う国の環

境基準の遵守はもとよ

り、その地域の状況に

応 じて環境 に配慮 す

る。

6)地 球環境 の保 全を

目的 とした国際的活動

に参画する。

民間や大学への研究補

助、共同研究の模索 を

してい く。

3.豊 かな環境づ くり

に有効な技術の開発応

用を進め、環境保全に

貢献する。

1)省 エネ、省資源構

造物 の 開 発 を推 進 す

る。省エネのため熱負

「荷の少ない建物設計、

外気 ・自然採光、温度

差を利用する。

その他機器効率の向1

をはか ることによる省

2)施 工段階での活動

状況(第 二の フレーム

への対応)

イ)建 設廃棄物の削減

・全店 及 び 協 力社 の

「廃棄物o�運 動
、

マニュアル配布、複合,

加工法の推進等 の削減

対策 ・リサイクル推進

強化月間キャンペーン

実施 「捨てる手を分け

る手にかえて省資源」

・目標 と実績 とを比較

し廃棄物削減強化方策

検討

ロ)廃 アスベ ス ト適正

処理(第 二の フ レーム)

ハ)南 洋材型枠使用量

の削減(第 三のフ レー

ム)

複合加1二法の推進等

3)技 術開発面での活

動状況

地球環境 関連研究テー

マを重点的に管理

・セ要な開発成果の概

要

VCSの 指定 フ ロン(R

-22)をR-134aに 転

換、太陽光エネル ギー

を活 用 した淡 水化 装

置、地域省エネ、地 ド

熱水貯蔵システム、高

効率の排水浄化システ

ム

4)行 動甘旨針 に基づ く

活動

ルの採 用、解体時の最

終廃棄物の削減 ・適正

処理等の重要性が認識

されは じめている。

エ ネ ル ギ ー ・資源 サ イ

クル の効 率 的運 用:

コー ジ ェ ネ レー シ ョン

シス テム、 蓄 熱 空 調 シ

ス テム 、ベ ス トミッ ク

ス熱 源 シ ス テム、 ビル

1工 不ル ギー マ ネ ー ジ メ1

ン トシステ ムが 挙 げ ら

れ てい る。

環境保全設備投資への

経済的な助成措置:

税制や法律に基づ く省

エネ投資支援策等の環

境保全設備投資に対す

る経済的な助成措置に

関する提案を積極的に

行っている。
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共生時代の建設業と環境管理

エネ手法 として空調の

高 度制 御、エ ネル ギ
ー、排熱利用、先端技

術 ・新素材の利用を検

討してい く。変化にフ

レキシブルに対応でき

る建設計画、機能寿命

の長期化、ライフサイ

クルの長い材料、 リサ

イクル可能な材料の選

定等により省資源化を

促進する。

2)環 境保全技 術 と再

自然化技術の開発 を促

進する。すなわち、大

断面地下空洞構築技術

等による砂漠の緑化、

ゴミ大量処理システム

の開発、自然浄化作用

等を利用 した再資源化

技術の開発が挙げられ

ている。

3)環 境問題 に配慮 し

た素材 の活用技 術の開

発 ・普及に努める。そ

のために環境負荷の少

ない石材 等の天然 資

源、新素材、 リサイク

ル素材の活用を挙げて

いる。

4、 社 会 の 一 員 と し

て、地球環境保全活動

に積極的に参加す るよ

うに努める。そのため

に、村二員に対 し、環よ竜

教育 と社外活動を奨励

している。

イ)教 育啓蒙

地球環境 レター、 フォ

ーラム、 リサイクルキ

ャンペーン、表彰制度

ロ)広 報活動

環境 関連活動のプ レス

発表、展示会出展等

ハ〉社会貢献

環境 関連機 関へ の支

援、協賛、初団体事業

への参加

二)環 境政策への協 力

研究会参加、情報提供
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1994年 度の

環境年次報

告書の内容
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利用目標値=40%実

糸責イ直 二48.3%

数値 目標 は初年度 のた

め若干低 めに設定

・建設発生土の再利用

率目標値135%実 績

値87.8%

実績値 が 目標値 を大幅

に上 回った

ハ)熱 帯材合板型枠使

用量の削減

目標値:92年 度 か ら5

年以 内に35%削 減

実績値116.2%(93年

度11.2%)

二)再 生紙利用率 の向

上

本支店の コピー用紙に

占める再生紙比率95%

共生時代の建設業と環境管理

イ クル率 を建 設汚 泥 、

混 合廃 棄物 につ い て は

40%、60%と して算 定

した)。

・95年 度 の157tの 内 訳

は以 下 の よ うで あ る。

建 設 汚泥51%、 コ ン ク

リー ト35%、 安 定 型混

合廃 棄 物4%、 管 理 型

混廃 棄物 及 び ア ス フ ァ

ル ト塊 各3%、 建 設発

生木 材 及 び そ の他 各2

0

:熱 帯材型枠の使用量

削減

・93年度の当社の熱帯

材 型枠使 用量 は5,247,

000で あ り、型 枠 全 量

の64%で あった。95年

度の 中間調査で は型枠

施工面積 当た り熱帯材

型枠の割合が93年 度 に

比 し土木、建設 とも20

%強 削減 されて いる。

特別課題:土 壌汚染問

題への取 り組み

技術開発部門:環 境保

全、省エネ、省資源の

ための技術開発

・沿岸海域環境予測シ

ステム

・水辺の多自然イヒ工法

等

開発部門:環 境共生、

環境創造 を目‡旨した計

画 と開発事業展開

管理部門・共通:オ フ ィ

s4



国 際 経 営 フ ォー ラ ム1・

スの省エネ、省資源活

動の推進

PAL、CECに よ る20

～30%の 省エネ化 を達

成

新LCAプ ロ グ ラ ム

の 」段階の開発終 了

ISOに よる国際環境 企

014000企 画 の 認 証 環境管理に関する実情 画制定の動向に留意 し

得の方針を検討中で 調査 と業 界 としての つつ同社の地球環境委

る ISO14000シ リ ー ズ 対 員会 ・環境管理専門部

応の研究会に参加して 会では環境管理システ

い る ムの検討を進めている

 

B

取

あ

環境管理シ

ステム

の

三
社

に
お
け

る
環

境

保
全

活

動

に
関

し

て

比
較

対

比
す

る
た

め

表

を
作

成

し
た

。

建

設

業
界

は
環
境

問

題

に
関

わ

る

と

こ
ろ

が
大

で
あ

る

の
で
、

以
上
例

示

的

に
挙
げ

た

三
社

以
外

に
も
環

境

基
本

理
念
、

行
動
方

針
等

を

明

確

に
定

め
、

環
境

年

次
報

告
書

ま

た

は
そ

れ

に
類
す

る

も

の
を

発

行
し

て

い
る

と

こ
ろ
が
多

い
。

ま

た
、

環
境
管

理

シ

ス

テ

ム
構

築

に

つ

い
て

も
、

一Qり
○
竃
O
O
O
シ
リ

ー

ズ

の
影

響

も

あ

っ

て
、

よ

り

一
層

の
努

力

を

し

て

い
る
。

な
お
、

以
上

の
表

は

日
本

国

土
開

発
株

式

会

社

:
環

境
保

全

行

動
指

針
、
環

境

レ
ポ

ー

ト

(
一
九
九

四
、

一
九

九

五
、

一
九

九

六
)、

株

式
会

社

竹
中

工
務

店

:
竹
中
Φ
レ
ポ

ー

ト

(
一
九

九

三
、

一
九

九

四
)
、

鹿
島

建

設
株

式

会

社

:
鹿

島

地
球

環

境

通
信

(<
o
一ト

b。
〕

ω
"
恥
)
、
国
コ
く
冒
O
ヨ
①
耳

幻
8

0
吋
戸
8

を

参
照

し

て
作

成
し

た
。

お
わ
り
に

我

が

国

の
建

設
業

界

に
お
け

る
環

境
管

理

の
直

面
す

る

課
題

と

し

て
、
建

設

廃
棄

物

の
適

正
処

理

と
減
量

化
、

建

設
物

の
長
寿

命

化
、

熱
帯

材

型

枠

の
削

減
、

省

エ
ネ

ル
ギ

ー

と
ラ
イ

フ
サ

イ

ク

ル

ア
セ

ス

メ

ン
ト

の
観

点

か

ら

の
設
計

な
ど

が
あ
げ

ら

れ
る
。

そ

の

中

で
も
、

現
在

最
も

優

先

順

位

の
高

い
問

題

は
、
建

設

廃
棄

物

の

適

正
処

理

と
熱

帯
材

の
使

用
量

の
削

減

の
問

題

で
あ

ろ
う
。

こ
れ

ら

は
、

従
来

、

い
ず

れ

も
企

業
活

動

に
お

い
て

エ
コ
ロ
ジ

ー
よ

り

fi5



共生時代の建設業と環境 管理

も

エ

コ
ノ

ミ
i
面

を

最
優

先

し

て
き

た
た

め

に
、

引

き
起

こ
さ

れ

た

問

題

で
あ

る
。

特

に
廃

棄

物

の
処

理

に
関

し

て
は
、

中

小
建

設

業

者

お
よ

び
廃

棄

物

処

理

の
専

門

業
者

の
環
境

管

理

シ

ス
テ

ム

の

構

築

が
、
今

後

の
重
要

な

問
題

と
な

る

で
あ

ろ
う
。

一
方

で
、

建

設
業

に
お

け

る
環

境
管

理

シ

ス
テ

ム
構
築

の
動

き

は
、

易
O
H
心
O
O
O
シ

リ

ー

ズ

の
発

効

と

と
も

に
、

活

発

に

な

る

こ

と

が
予

想

さ

れ

る
。

し

か
し

、
HQo
O
憲
O
O
O
シ
リ

ー

ズ

が

全

業

界

に
普

遍
的

な
も

の
で
、

.建
設
業
界

固
有

の
特

徴

を
考

慮

し
た

具

体

的

な
基

準

で

は
な

い
た

め

に
、

今

後
、

当
業

界

団
体

を
中

心
と
し

た

統

一
的

な
業

界

基

準

の
作

成

が

重

要

な

課
題

と
な

る

で

あ

ろ

う
。以
上
論
じ

て
き

た

よ

う

に
建

設

業
界

で
は
、

個
別

の
環

境
問

題

に
対

す

る
単

な

る
事

後

的

処
置

に

と
ど

ま

ら
ず

、

よ
り

整

備

さ
れ

た
環

境
管

理

シ
ス
テ

ム
を
構
築

し

て

い
こ
う

と
す

る
積

極

的

な
姿

勢

が
見
受

け

ら

れ
る
。
そ

の
反
面

で
、
我

々
は

法
律

ギ

リ
ギ

リ

の
、

あ

る

い
は
法
律

に
違

反

し
た

行
為

を

日
常
茶

飯
事

の
よ

う

に
見
聞

し

て

い
る
。

建

設
業

の
環

境
保

全
管

理

に
関

し

て
は
、

こ
れ

か
ら

も

更

に
注
視

し

て

い
く

必
要

が
あ

る
。

(
や
な
ぎ

た

ひ

と
し
/

経

営
学

部
教

授
)

注

記

ω

島

本
美

保

子

「
森

林

保
護

政
策

の
木
材

モ
デ

ル

に
よ

る
イ

ン

パ

ク
ト

分
析

の
現
状

」
慶

応
大
学

経
済

学

部

研
究

プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

編

『
持

続

可
能

性

経
済

学
』
、

慶

応

大
学

出

版

界
、

一
九

九

五
、

一
四

一
頁

②

本

間

慎

『
新
版

デ

ー
タ

ガ

イ
ド

地
球
環

境
』
青

木
書

店
、

一
九

九

五
年

、

三

五
頁

偶

C

S

D

研
究

会
編

『建

設
業

の
環

境

マ
ネ

ー
ジ

メ

ン
ト

の
す

す

め
』

ミ

ッ
シ

ョ
ン
、

一
九
九

六
年
、

=

二
'二
頁

㈲

C

S

D

研
究

会
編

:
前

掲
書

=

二
九
頁

㈲

伊
東

利
朗

監
修

『
地

球
環
境

問

題

の
新

視
点
』

オ
ー

ム

社
、

一
九

九

四
年
、

一
七
頁

㈲

伊
東

利

朗

監
修

:
前

掲
書

、

一
五
頁

ω

C
S

D

研
究
会

編

:
前
掲

書

二
〇

【
ニ
ニ
頁

㈹

野

ロ

聡

コ
環
境

管

理
と
企
業

』

化
学

工
業

日
報

社
、

一
九

九

五
年
、

九

〇
頁

㈲

建

一設
省
偏

『
平
成

八
年

版
建

設
ハ白

童
臼』
、

山ハ
八
頁

⑩

C

S

D

研
究

会
編

:
前
掲
書

一
八
頁

ω

C

S

D

研
究

会
編

:
前

掲
書

一
八
頁

働

C

S

D

研
究

会
編

-
前

掲
書

三
〇
頁

(付

記

)
本

稿

作
成

の
た

め
椙
崎

泰

明

氏

(
神
奈

川

大
学

大
学

院
)

に
お
手

伝

い
願

っ
た

。
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